
   県内における住宅価格と
勤労者所得に関する調査（第１9回）

（公社）群馬県不動産鑑定士協会 研修指導委員会

１．調査の目的

 本事業は（公社）群馬県不動産鑑定士協会が実施する事業で、１２市２町の住宅地の地価水準

と所得等を調査し、年間収入（以下、年収）に対する住宅価格の倍率を求め、住宅購入にあたっ

ての目安とするものです。 

２．調 査 方 法

 県内主要都市の前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡

市、富岡市、安中市、みどり市の１２市及び近郊町村である中之条町及び玉村町の住宅地につい

て当会所属の不動産鑑定士が、地価水準を調査し、土地面積を１６５㎡として土地価格を求めま

す。 

次に、（一財）建設物価調査会発行の「建築統計年報」から各都市別の木造住宅の工事費予定

額を求め、延べ建物面積を１２０㎡として建物価格を求めます。また、厚生労働省「賃金構造基

本統計調査」及び群馬県企画部統計課の統計資料「市町村民経済計算」を関連づけて各都市別の

勤労者の年収を推計します。求められた土地建物価格を年収で除して年収に対する土地建物価格

の年収倍率を求めます。 

  また、平成４年６月に経済審議会が答申した「生活大国５ヶ年計画」が閣議決定されています

が、そこでは勤労者世帯の平均年収の５倍程度を目安に住宅が取得可能であることを目指してい

ます。そこで、年収倍率が５倍の場合の本県の各都市別及び年収別に取得可能な住宅地の土地面

積を求めます。 

  なお、住宅地の地価水準は前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市については、当該都市

の中心部から直線距離で４ｋｍ圏内、その他の都市は１～１．５ｋｍ圏内の標準的な住宅地につ

いて調査しました。なお、価格の基準日は平成２５年１０月１日です。 

３．概   要

調査結果は、別表のとおりです。 



 調査結果によれば、土地建物合計額の最大は前橋市の２９，８３１千円で、最低は桐生市

の２２，４３６千円となっています（表１及び表４）。 

  １２市２町の平均は２５，２５６千円で、平均を上回っている都市は前橋市、高崎市、太

田市、沼田市の４市であり、今回は３０，０００千円を超えている市町はありませんでした

（表１及び表４）。 

 桐生市、伊勢崎市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、みどり市、中之条町、玉

村町は２２，４００千円～２５，２００千円の価格帯にあります（表１及び表４）。 

 土地建物の合計額を平均年収で除した平均年収倍率は３．６倍から５．８倍で、５倍以上

の都市は昨年の４市町（前橋市、高崎市、沼田市、中之条町）から前橋市、高崎市、沼田市、

渋川市、中之条町の５市町となりました。最低は前年と同じく安中市で、３．６倍となりま

した。各都市の平均は４．９１倍(前年４．７８倍)でした。調査した１２市２町のうち、年

収倍率が上昇したのは前橋市（前年比で＋０．２倍）、高崎市（前年比で＋０．２倍）、桐

生市（前年比で＋０．１倍）、伊勢崎市（前年比で＋０．１倍）、太田市（前年比で＋０．

２倍）、沼田市（前年比で＋０．７倍）、館林市（前年比で＋０．２倍）、渋川市（前年比

で＋０．３倍）、藤岡市（前年比で＋０．２倍）、みどり市（前年比で＋０．３倍）、中之

条町（前年比で＋０．２倍）、玉村町（前年比で＋０．２倍）、年収倍率が低下したのは安

中市（前年比で－０．４倍）のみで、富岡市は横ばい傾向でした（表１及び表３）。なお変

動の大きかった沼田市と安中市については、沼田市では建物総額が前年比＋１２．８％、安

中市では年間収入が前年比＋９．０％であることが影響しているものと思われます。 

 年収倍率を５倍にした場合の取得可能な土地面積は、県内の全産業の平均年収に近い年収

５００万円で見た場合、最高はみどり市の２５３㎡、最低は前橋市の８９㎡となっています

（表２及び表５）。なお前橋市は前回の８１㎡から８㎡増加していますが、これは調査対象

の住宅地を見直したことが影響しているものと思われます。本調査では、県内の平均年収の

水準で１６５㎡以上の敷地のある住宅を取得することができるのは、桐生市、館林市、藤岡

市、富岡市、安中市、みどり市、中之条町、玉村町の８市町であります。前回入っていた沼

田市と渋川市が外れて、今回は館林市と中之条町が加わっています（表２及び表５）。継続

した土地価格の下落により、土地そのものは所得し易くなりましたが、建築費の上昇による

建物総額の増加や年間収入の減少を反映して年収倍率が多くの市町で上昇に転じていること

から、前回に比べると総じて住宅の取得がやや厳しくなってきたことが伺えます。 

 表２の所得別、都市別、取得可能土地面積（年収５倍とした場合）で見ると、１６５㎡を 

取得するには、以下の年収が必要となります。 

Ａグループ なし 年収６５０万円～ 

Ｂグループ 前橋市、高崎市 年収６００万円～ 

Ｃグループ 伊勢崎市・太田市・沼田市、渋川市 年収５５０万円～ 

Ｄグループ 桐生市・館林市・藤岡市・富岡市・安中市・

みどり市・中之条町・玉村町 

年収５００万円～ 



表１　都市別年収倍率　　（平成25年10月1日現在）

土地単価 土地面積 土地総額 建物単価 建物面積 建物総額 土地建物 年間収入 年収倍率

合計額

千円／㎡ ㎡ 千円 千円／㎡ ㎡ 千円 千円 千円 倍

前 橋 市 63.7 165 10,511 161 120 19,320 29,831 5,257 5.7

高 崎 市 61.8 165 10,197 161 120 19,320 29,517 5,353 5.5

桐 生 市 32.7 165 5,396 142 120 17,040 22,436 4,747 4.7

伊 勢 崎 市 39.2 165 6,468 156 120 18,720 25,188 5,241 4.8

太 田 市 38.2 165 6,303 160 120 19,200 25,503 5,296 4.8

沼 田 市 40.0 165 6,600 167 120 20,040 26,640 4,617 5.8

館 林 市 35.5 165 5,858 159 120 19,080 24,938 5,181 4.8

渋 川 市 36.3 165 5,990 159 120 19,080 25,070 4,917 5.1

藤 岡 市 33.5 165 5,528 155 120 18,600 24,128 5,104 4.7

富 岡 市 30.9 165 5,099 159 120 19,080 24,179 5,023 4.8

安 中 市 25.5 165 4,208 163 120 19,560 23,768 6,605 3.6

み ど り 市 25.3 165 4,175 155 120 18,600 22,775 4,887 4.7

中 之 条 町 25.6 165 4,224 173 120 20,760 24,984 4,571 5.5

玉 村 町 35.8 165 5,907 159 120 19,080 24,987 5,189 4.8

平 均 37.4 165 6,176 159 120 19,080 25,256 5,142 4.91

土地単価は、前橋・高崎・桐生・伊勢崎・太田市の各都市は中心部から４ｋｍ圏内、その他の都市は、１から１．５ｋｍ圏内の標準的な住宅地域の水準である。



表２　年収別・都市別・取得可能土地面積（年収倍率を５倍とした場合）

前 橋 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

高 崎 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

桐 生 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

伊勢崎市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

太 田 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

沼 田 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

館 林 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

渋 川 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

藤 岡 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

富 岡 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

安 中 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

み ど り 市 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

中之条町 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

玉 村 町 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

平 均 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

前橋・高崎・桐生・伊勢崎・太田市の各都市は中心部から４ｋｍ圏内、その他の都市は、１から１．５ｋｍ圏内の標準的な住宅

地域の土地を取得する場合の取得可能面積。

表３　年収倍率の比較

前 橋 市

高 崎 市

桐 生 市

伊勢崎市

太 田 市

沼 田 市

館 林 市

渋 川 市

藤 岡 市

富 岡 市

安 中 市

み ど り 市

中之条町

玉 村 町

平 均

８００万円 ７５０万円 ７００万円 ６５０万円 ６００万円 ５５０万円 ５００万円

325 285 246 207 168 128 89

335 294 254 213 173 132 92

702 626 549 473 396 320 243

543 479 415 352 288 224 160

545 479 414 348 283 217 152

499 437 374 312 249 187 124

589 519 448 378 308 237 167

576 507 439 370 301 232 163

639 564 490 415 340 266 191

677 596 515 434 353 272 192

802 704 605 507 409 311 213

846 747 648 549 451 352 253

752 654 556 459 361 263 166

584 515 445 375 305 235 165

601 529 457 385 313 241 169

平成24年 平成25年 対前年

倍 倍 倍

5.5 5.7 +0.20

5.3 5.5 +0.20

4.6 4.7 +0.10

4.7 4.8 +0.10

4.7 4.8 +0.10

5.1 5.8 +0.70

4.6 4.8 +0.20

4.8 5.1 +0.30

4.5 4.7 +0.20

4.8 4.8 ±0.00

4.0 3.6 －0.40

4.4 4.7 +0.30

4.78 4.91 +0.13

5.3 5.5 +0.20

4.6 4.8 +0.20



表４　土地建物総額　(千円） 表５　年収５００万円の場合の
土地取得可能面積（㎡）

平成24年 平成25年 平成24年 平成25年

前 橋 市 31,064 29,831 －1,233 前 橋 市 81 89 +8

高 崎 市 29,649 29,517 －132 高 崎 市 91 92 +1

桐 生 市 22,530 22,436 －94 桐 生 市 238 243 +5

伊勢崎市 25,556 25,188 －368 伊勢崎市 151 160 +9

太 田 市 25,602 25,503 －99 太 田 市 149 152 +3

沼 田 市 24,674 26,640 +1,966 沼 田 市 173 124 －49

館 林 市 25,169 24,938 －231 館 林 市 160 167 +7

渋 川 市 24,722 25,070 +348 渋 川 市 173 163 －10

藤 岡 市 24,206 24,128 －78 藤 岡 市 188 191 +3

富 岡 市 24,485 24,179 －306 富 岡 市 181 192 +11

安 中 市 24,260 23,768 －492 安 中 市 193 213 +20

みどり市 22,857 22,775 －82 みど り市 248 253 +5

中之条町 25,182 24,984 －198 中之条町 158 166 +8

玉 村 町 24,950 24,987 +37 玉 村 町 166 165 －1

平 均 25,385 25,256 －129 平 均 168 169 +1

対前年 対前年
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  土地建物価格の平均は、全体的にはやや低下しましたが、年収が減少したため、年収倍率

は前年と比較すると０．１３ポイント上昇しました（表３）。 

 第１回調査からの推移をみると、年収及び土地総額は中長期的に下落傾向にありますが、

建物総額は購入者が建物を重視する傾向や建築基準法改正の影響等により、平成１５年を境

に下落から若干の上昇傾向に転じており、殊に近年は東日本大震災の復興事業やアベノミク

スによる財政出動を背景とした建築費の上昇もあって建物総額を押し上げています。ここ数

年の年収倍率は、年間収入と建築総額との関係から約４．８～４．９倍の水準で推移してい

ます。（図１～図４） 

 

 

【今回の特徴】 

＊土地価格は平均では△３．９％程度下落で、全１４市町で下落傾向になっています。（但

し前橋市については、調査対象の住宅地を見直した結果、他市町と較べると下落率が大きく

なっています。） 

＊建物総額の平均は、１９，０８０千円であり、＋０．６％となりました。 

＊土地建物合計額の平均は前年比で０．５％減となりました。土地価格は３．９％の下落率

ですが、相対的に価格の比率が高い建物が＋０．６％だったため、土地価格の下落分の一部

を建物価格が補う形となりました。 

＊土地総額が減少したものの、年収の減少と建築総額の増加によって、平均年収倍率が４．

９１倍（前年４．７８倍）と前回までとは一転し上昇しています。 

 

【 参 考 】過去５年間の平均年収倍率の推移  

（ ）内は倍率で、Ｈ１９までは小数点以下第１位、Ｈ２０より小数点以下第２位まで求め

ています。 

Ｈ２５（４．９１）  

Ｈ２４（４．７８）  

Ｈ２３（４．９１）  

Ｈ２２（５．０１）  

Ｈ２１（４．９６） 

＊年収５００万円で見た場合、土地取得可能面積（表５）は県平均で１６９㎡（前年１６８ 

㎡）となり、前年と比較して１㎡の増加となっています。 

＊良質で安価な住宅は等しく県民の願うところでありますが、建築費が上昇傾向にあること

から、今後さらに住宅取得者の負担が増すことが懸念されるところであります。 

 

 平均年収は平成２３年の資料から、以下のデータを採用しています。 

  ［全産業］   男：４２．９歳・勤続：１３．４年 

                 実労２１.０日／月 

  ［平均年収］   ４，９０７千円（全県平均） 


